ハンドマイク演説参考例　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　二〇一二年九月七日　県政策宣伝センター
　○○のみなさん、こちらは日本共産党○○後援会です。この場をお借りして、党の政策の一端を訴えさせていただきます。よろしくお願い致します。

　民主、自民、公明の３党は、「増税されたらくらしていけない」という国民の世論を無視して、消費税増税法案を強行しました。日本共産党は、「いまの国会で消費税増税はやめて」という声が６割にのぼっていることから、野党によびかけて、野党７党・会派で野田首相に対する問責決議を参議院で可決させました。野田首相は、一刻も早く解散総選挙を行い、国民の信を問うべきです。

　みなさん、消費税増税の法案は通りましたが、実施は２０１４年４月から。たたかいはこれからです。こんどの総選挙で、民自公の増税連合に厳しい審判をくだしましょう。
　日本共産党は、消費税に頼らない別の道を提案しています。能力に応じた負担の原則にたった税・財政改革と、国民のふところをあたためて経済をたてなおす改革―この２つの改革を同時にすすめて、社会保障を充実し、財政危機打開の道をひらくという提案です。維新の会は、消費税の地方税化とセットで地方交付税の廃止を主張していますが、地方交付税がなくなれば、結局、消費税を増税するしかありません。
「消費税でない別の道」を提案する日本共産党が今度の総選挙で伸びることが、増税ストップの一番の力になります。比例は日本共産党と政党名でご支援をよろしくお願いします。
　いま、原発再稼働反対の運動が愛知県でも大きくなっています。毎週金曜日に、名古屋市の関西電力支社前で、原発再稼働反対の抗議デモが行われ、毎回、数百人の人が集まっています。アメリカいいなりで、日本の農業を破壊し、国のかたちが変わってしまうＴＰＰ参加反対の運動や、危険な欠陥機オスプレイ配備反対の運動も広がっています。日本共産党は、政治的立場の違いを超えて、一致点を大事にして、これらの運動の発展に全力をあげる決意です。
　いま、領土問題が大きな問題になっています。日本共産党は、竹島も尖閣諸島も日本の領土だと主張しています。尖閣諸島の問題では、日本の領有は歴史的にも国際法上も正当であることは間違いありません。「日清戦争に乗じて奪った」という中国側の主張は成り立ちません。問題は、歴代の日本政府が、「領有権の問題は存在しない」と国際社会や中国に対して、外交努力をしてこなかったことにあります。日本共産党は、冷静な外交努力を尽くし、日本の領有の正当性を主張すべきと日本政府に求めていきます。
　竹島についても、日本共産党は歴史的にも国際法上も日本の領土だと主張しています。同時に、竹島を日本に編入した１９０５年という時期と、韓国を植民地にしていった時期とが重なっているという問題があります。ですから、この問題で冷静な話し合いのテーブルをつくるためには、過去の植民地支配への反省をきちんと行うことが不可欠です。その土台の上で、歴史的事実をつき合わせて、問題の解決をはかるべきだというのが、日本共産党の考えです。「僕は自民党派だが、尖閣問題に対する共産党の発言はとても評価できる」と日本共産党の領土問題の見解に、大きな共感が広がっています。
いま政治が混迷するなかで、大阪の橋下・維新の会に期待したいという方もいるかもしれません。しかし、維新の会の「維新八策」の中身をみると、貧困と格差を広げた小泉構造改革をよりひどくするものや、日米同盟強化、ＴＰＰ参加など、財界･アメリカいいなりの古い政治を８つ並べただけのものです。さらに古いだけでなく異質の危険もあります。政治が教育に乱暴に介入したり、公務員を全体の奉仕者から市民への命令者へと変えるなど、民主主義を窒息させ、恐怖政治と独裁政治につながる危険があります。日本共産党は、この民主主義破壊に正面から立ち向かいます。
日本の政治の閉塞状態は、財界いいなりで原発を再稼働させたり、アメリカいいなりに、オスプレイ配備を強行する、財界・アメリカいいなりの政治にこそ原因があります。この政治を断ち切る改革を行う日本共産党が伸びてこそ政治が変わります。こんどの総選挙で比例は日本共産党と大きなご支援をおねがいします。
　日本共産党が発行している「しんぶん赤旗」をぜひお読みください。日刊紙は三千四百円、日曜版は八百円です。以上でこの場所からの宣伝を終わらせていただきます。ご静聴ありがとうございました。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
